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事実の概要

　本件は、「行政手続における特定の個人を識別
するための番号の利用等に関する法律」、（以下
「番号利用法」と略記）が定める個人番号制度の合
違憲性が争われた事案である。個人番号（マイナ
ンバー）は住民基本台帳法に基づいて各自治体の
住民に指定される 11 桁住民票コードを変換した
12 桁の番号を指し、住民票コードに記載された
住民票記載の個人を特定、識別するために指定さ
れる。番号利用法による個人番号等が情報ネット
ワークへの接続も含めて運用されることが予定さ
れているところ、原告らはこれらの運用が原告ら
の同意に基づくものでなく、憲法 13 条が保障す
る自己情報コントロール権、「自己の意思に反し
て、個人に関する情報を情報ネットワークシステ
ムに接続されない自由」を侵害するものであると
主張し、このプライバシー権等の人格権に基づく
妨害排除・妨害予防請求として、個人番号の収集、
保存、利用及び提供の差止め並びに被告が保存し
ている原告らの個人番号の削除を求めた。また、
国家賠償法 1条 1項に基づき、上記プライバシー
権等の人格権の侵害による損害賠償を求めた。

判決の要旨

　請求棄却。
　１　憲法 13条プライバシー権の解釈について
　判決は住基ネット最高裁判決を引用し、憲法
13 条を「国民の私生活上の自由が公権力の行使
に対しても保護されるべきことを規定しているも
のであり、個人の私生活上の自由の一つとして、

何人も、個人に関する情報をみだりに第三者に開
示又は公表されない自由を有するもの」と解した。
　「現代の高度情報化社会においては」、「憲法 13
条によって保障される、個人に関する情報をみだ
りに第三者に開示又は公表されない自由は、個人
に関する情報について、収集、保有、管理、利用
等の過程でみだりに第三者に開示又は公表されな
い自由をもその内容に含むものと解するのが相当
である」。
　番号制度について、「法制度上、個人に関する
情報を行政機関の情報ネットワークシステムに接
続することが憲法 13 条に違反するか否かを検討
するに当たっては、上記法制度上及びシステム技
術上の配慮とともに、問題となる制度の行政目的
及び情報ネットワークシステムに接続される個人
に関する情報の性質等に照らして検討することを
要する」。「情報ネットワークへの接続の対象とな
る個人に関する情報の内容、性質、特に個人のプ
ライバシーとして秘匿が求められる程度は様々で
あり、その性質に応じて、接続される情報ネット
ワークシステムの制度ないし運用に対する要請の
内容、程度にも様々なものが考えられる」。「憲
法 13 条が、……個人に関する情報について、自
己の意思に基づかずに情報ネットワークシステム
に接続されない自由を、あらゆる場合を通じて一
律に保障していると解することは困難であって」、
「情報ネットワークシステムにおいて、個人に関
する情報の接続が、当該個人の意思に反して可能
とされていることから直ちに、番号利用法ないし
番号制度が憲法 13 条に反するものと解すること
はできない」。
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　２　憲法 13条解釈のマイナンバー制度への適用
　(1)　個人番号及び特定個人情報の法的性質に
ついて
　個人番号は、「住民票コードを変換して得られ
る番号であり……、それ自体に何らかの個人のプ
ライバシーに属する情報を含むものではな」く、
特定個人情報も「個人番号及びこれと結び付けら
れた個人情報によって構成されている」（番号利
用法 2条 8項）ものであり、「プライバシーに属す
る情報を含まない」。また、「番号利用法及び番号
制度は、……国民個人のプライバシーに係る情報
について、新たに収集、保有、管理及び利用等を
するものではない」。「番号利用法及び番号制度は、
その施行により新たに個人のプライバシーを直接
制約するものではなく、あくまで、個人番号や特
定個人情報の不正な取得等や過失による漏えい等
の制度の弊害により、個人のプライバシーが侵害
される危険性を間接的に有するものにとどまる」。
つまり、個人番号・特定個人情報は「個人の内面
に関わる情報と比べると、秘匿が求められる程度
が低い」。
　(2)　個人番号及び特定個人情報の合憲性審査
方法
　判決は、個人番号・個人情報の性質決定・評価
に基づき、合憲性の審査方法について「本件で問
題となるのは」、公権力による「直接の個人のプ
ライバシーの開示・公表による人権の制約」では
なく、「法制度の運用の過程で生ずる過誤や不正
の手段による個人のプライバシーの間接的な侵
害の危険の有無・程度から、当該制度自体が憲法
13 条に違反するといえるか否か」の問題である。
「〈1〉番号制度における個人番号の利用及び特定
個人情報の提供が、法令又は条例の根拠に基づき、
正当な行政目的の範囲内で行われているか否か、
〈2〉番号制度にシステム技術上又は法制度上の
不備があり、そのために個人番号及び特定個人情
報が法令又は条例の根拠に基づかずに又は正当な
行政目的の範囲を逸脱して第三者に開示又は公表
される具体的な危険が生じているといえるか否か
について、検討するのが相当である」。
　(3)　番号利用法の目的について
　番号利用法の目的について、行政事務の効率化
は、「限りある国家予算を効率的に執行すること
に繋がるものである点で公益にかなうものといえ
るから、番号利用法が掲げる行政運営の効率化と

いう目的は正当なもの」である。
　具体的に利用が想定されている正確な所得把握
等と社会保障の適切な給付について、「予算の制
約により社会保障の充実に限界があるとしても、
当該制約の中で可能な限り、公正な給付と負担の
確保を実現することには十分な意義があ」り、「予
算の制約により社会保障の充実に限界があるから
こそ、なおさら、担税力のある者に適切に税負担
を求め、社会保障を要する者に対して適切な給付
を行うことを可能にするため、正確な所得把握等
のための制度が必要」である。
　(4)　番号利用法の法令・条例上の根拠につい
て
　番号利用法が特定個人情報の提供される事項を
一部政令に委任したことについて、「特定個人情
報の提供が必要となる場合について、立法時にそ
の全ての場合について検討を尽くし、法律上これ
らを網羅して定めることは、その性質上困難で
あって、一部を政令等に委任することを直ちに不
当ということはできない」。同法 19 条各号は「い
ずれも政令に白紙委任するものではなく、委任の
趣旨に反する政令や規則が制定されれば、そのこ
とを理由に当該政令や規則は無効となるものと解
され」、「19 条 14 号、16 号が、特定個人情報の
提供をできる場合について、政令あるいは規則に
委任できる旨を定めていることによって、特定個
人情報の提供が無制限に可能となるものではな
く、同法の定める個人番号の利用及び特定個人情
報の提供が法令又は条例の根拠に基づいていない
ということはできない」。
　(5)　番号制度の法制度上又はシステム技術上
の不備及び具体的危険性について
　「同法 19 条に掲げる場合を除き、特定個人情
報を提供することは禁止され、同条に掲げる場合
を除き、他人に係る特定個人情報を収集、保管す
ることや、他人に対し、個人番号の提供を求める
ことも禁止されている」（同法 15 条、20 条）。
　「政府から独立し、公正中立性が制度的に求め
られる機関」である個人情報保護委員会に「監視
を行わせ」、「勧告、命令や立入検査などの是正権
限を与えた上で、これに対する違反について懲役
刑を含む刑罰の対象とすることによって、違反行
為を禁圧しようとしている」。
　「情報連携の過程で漏えいが生じたとしても、
当該情報が誰の情報であるのかを特定するのは困
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難となっていることなど、番号利用法及び番号制
度上、不正アクセス等を防止するためのシステム
上の安全措置が多重的にとられている」。
　(6)　結論
　「制度の運用並びに制度及びシステム技術の内
容について、同種の漏えい事例を含む、制度の運
用に伴う弊害防止に向けた不断の検討を継続し、
必要に応じて改善を重ねていくことが望まれると
しても、その範囲を超えて、番号利用法ないし番
号制度に法制度上又はシステム技術上の不備があ
り、そのために個人番号及び特定個人情報が法令
又は条例の根拠に基づかずに又は正当な行政目的
の範囲を逸脱して第三者に開示又は公表される具
体的な危険が生じているとまではいえ」ず、「番
号利用法及び番号制度を、個人に関する情報をみ
だりに第三者に開示又は公表されない自由を侵害
するものとして違憲であるということはできな
い」と解し、原告の請求を斥けた。

判例の解説

　一　憲法 13条と適用範囲・射程
　本判決は憲法 13 条が保障するプライバシーの
権利について、「個人に関する情報をみだりに第
三者に開示又は公表されない自由」を保障するも
のと解した。この解釈は、住基ネット最高裁判決１）

に依拠したもので、特段新味はないといってよい。
本判決の新規性の一つは、「個人に関する情報に
ついて、収集、保有、管理、利用等の過程でみだ
りに第三者に開示又は公表されない自由をもその
内容に含むものと解するのが相当である」と情報
の「直接開示・公表」の場合にとどまらず、収集
等の「過程」、いわば情報処理のプロセスについ
ても憲法 13 条の適用可能性を明確にしたところ
にある。その結果、番号制度の「情報ネットワー
クシステム接続」も 13 条の射程に含めたと見る
ことができよう。ただし、この射程の拡張から「自
己の意思に反して、個人に関する情報を情報ネッ
トワークシステムに接続されない自由」まで導い
たわけではない。
　原告は自己情報コントロール権の通説的理解２）

からすればプライバシー固有情報に含まれない、
その周辺に位置する外延情報にも 13 条の保障を
拡張するアプローチを示し、プライバシー権ない
し自己情報コントロール権は「自己の意思に反し

て、個人に関する情報を情報ネットワークシステ
ムに接続されない自由」、いわば、ネットワーク
接続拒否権をその内容に組み込んでいると解し
た。
　一方、判決は、「情報ネットワークへの接続の
対象となる個人に関する情報の内容、性質、特に
個人のプライバシーとして秘匿が求められる程度
は様々であり、その性質に応じて、接続される情
報ネットワークシステムの制度ないし運用に対す
る要請の内容、程度にも様々なものが考えられ
る」と解し、憲法 13 条が「自己の意思に基づか
ずに情報ネットワークシステムに接続されない自
由を、あらゆる場合を通じて一律に保障している
と解することは困難」だとして、番号利用法・制
度それ自体をカテゴリカルに違憲とする判断を斥
けた。もっとも、接続される情報の内容・性質決
定・秘匿性の程度、ネットワークシステムの制度・
運用の状況如何によっては、合憲性の判断に疑義
が生じうる論理的可能性を留保した判断と解する
余地もありうるかもしれない。

　二　接続される情報の内容・性質決定・
　　　秘匿性の程度について
　判決は、情報の内容・性質決定等については、
自己情報コントロール権と違って、プライバシー
固有情報（人種・信条等の要配慮個人情報とほぼ重
なる）と外延情報（要配慮性の低いとされる、単純
な個人情報）という性質決定を採用してはいない。
上記のように、当該事案における情報の内容、性
質、プライバシーとしての秘匿性等を評価して、
「個人に関する情報をみだりに第三者に開示又は
公表されない自由」、すなわちプライバシーが侵
害されたかどうかを判断する。判旨で示したよう
に、住民票コードを変換した個人番号及び特定個
人情報自体はプライバシー情報を含むものではな
く、番号制度の処理する情報は既得のそれであり、
新規性はないと解する。それ故、情報ネットワー
クシステムに接続される情報に関する、上述の性
質決定に基づき、「個人番号や特定個人情報の不
正な取得等や過失による漏えい等の制度の弊害」
によるプライバシー侵害の危険性は「間接的」な
ものにとどまると判断する。このように危険性は
「間接的」であるとの判断から、合憲性審査の手
法についても住基ネット判決を踏襲し、(1) 個人
番号制度・運用の法令・条例上の根拠、正当な行
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政目的、(2) システム技術上又は法制度上の不備
による具体的な危険の発生を検討すれば足りると
する。主として法令の規定を確認する表面的なそ
れに終始したといってもよい。判決は一方で「番
号制度の運用開始以後、行政機関等における過誤
や不正、民間事業者の違法な再委託及び欺罔等に
よる不正な取得により、個人番号及び特定個人情
報の漏えいが生じている」と漏洩発生の事実を認
定する。そして、法制度上の仕組やシステム技術
上の安全装置によっても「個人番号及び特定個人
情報の漏えいを完全に防ぐことが困難である」と
判断し、住基ネット判決より踏み込んだ姿勢を見
せてもいる。しかし、秘匿性の程度は高くないと
いう情報の性質決定から、法令上の根拠のない、
行政目的の範囲を逸脱した第三者への開示・公表
の具体的危険性を否定するのである。判決が運用
に伴う漏洩の弊害を防止する改善が望まれると指
摘していることからすれば、この秘匿性の判断及
び危険性の認識は軽きに失する嫌いがあろう。結
局、上記の検討方法によれば、個人番号等の情報
漏洩によるプライバシー侵害はあくまで「間接的」
なものにすぎない。一方、漏洩それ自体の弊害
発生については、「具体的」な危険性を要求する。
仮に「具体的」弊害発生が立証されたにしろ、プ
ライバシーの侵害はあくまで「間接的」であるに
とどまる。「間接的」にすぎない侵害から、憲法
13 条違反が導かれる間口は広くはないであろう。

　三　残された課題
　本判決は、憲法 13 条の情報ネットワークシス
テム接続への適用可能性や番号制度上の不十分性
の認識等、新規性を示す判断もあるが、結論的に
は住基ネット判決からさほどの径庭を認めること
はできない。この最大の理由は、上記のように個
人番号及び特定個人情報に対する憲法上の保障の
捉え方とそれに依拠した審査のあり方にあろう。
この点について、合憲性審査を表面的なものにと
どめない憲法上のアプローチとしては、要配慮個
人情報（センシティヴ情報）に含まれない単純個
人情報に対する保護のあり方を実質化する方向が
求められよう。番号法のような「システム構築を
目的とした」「個人情報の収集・保存によって―
―それがセンシディブ情報であるか単純情報であ
るかにかかわらず――『侵害』されうるとする」３）

見解や単純個人情報それ自体の憲法上の保護を主

張する見解、すなわち、「情報自己決定権の制限は、
取得の時点で発生する。情報自己決定権が、情報
それ自体の価値ではなく、人格的自律を脅かすよ
うな結合・利用からの保護にあるとすれば、情報
自己決定権の保護領域は、侵害可能性から逆算し
て設定される」４）とする見解に代表される方向性
である。本判決にも見られる個人番号等の情報漏
洩からプライバシー侵害認定までの懸隔を考慮す
れば、2018 年 EU 一般個人データ保護規則（GDPR）
21 条の個人情報利用又はネットワーク接続の差
止め又は停止申立権５）の導入を組み込んだ理論
構成、及び個人による救済を可能とする第三者機
関の独立性・権限強化６）を実質化する立法措置
の理論化が要請されうるのかもしれない。

●――注
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ル権について」憲法研究 4号（2019 年）43 頁以下も参照。
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年）71 頁以下参照。

５）宮下紘『EU一般データ保護規則』（勁草書房、2018 年）
119 頁以下及び山本龍彦編著『AI と憲法』（日本経済新
聞社、2018 年）99 頁以下［山本龍彦執筆］参照。ただし、
後者は保護規則 21 条の紹介をプロファイリングの文脈
で記述しているが、同条の適用はそれに留まるわけでは
ない。

６）EU保護規則を国内法化したフランスの「情報処理、ファ
イル及び自由に関する法律」（2019年 6月改正）108条は、
第三者機関である CNIL への市民による個人情報の利用
停止等に関する直接の申立権を明記している（https://
www.cnil.fr/fr/la-loi-informatique-et-libertes（2020 年 3 月
10 日閲覧））。

愛知教育大学特別教授　清田雄治


